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○第２次青森県消防広域化推進計画（案）の修正点等について 

(仮称)第２次青森県消防広域化推進計画(素案)【第２回検討会議】 第２次青森県消防広域化推進計画（案） 修正理由等 

 

目 次 

 

第１～第２ （略） 

 

第３ 自主的な市町村の消防の広域化の対象となる市町村の組合せ 

 １ （略） 

２ 消防の広域化の対象となる市町村の組合せ 

 （１）～（２） （略） 

 （３）推進期間内の消防の広域化の取組 

 （４） （略） 

３～４ （略） 

 

第４ 自主的な市町村の消防の広域化を推進するための方策 

 １～２ （略） 

３ 市町村の防災に係る関係機関相互間の連携の確保 

 

参考資料 

・消防本部及び消防署所の設置状況 

・県内の消防体制の概況 

・消防吏員の平均年齢等の状況 

・県内の消防本部の現状 

・消防本部別・管轄人口規模別の消防力の充足状況 

・消防力・消防活動等の推移 

 

・消防組織法（抄） 

 

 

 

 

 

 

目 次 

 

第１～第２ （略） 

 

第３ 自主的な市町村の消防の広域化の対象となる市町村の組合せ 

 １ （略） 

２ 消防の広域化の対象となる市町村の組合せ 

 （１）～（２） （略） 

 （３）計画期間内の消防の広域化の取組 

 （４） （略） 

３～４ （略） 

 

第４ 自主的な市町村の消防の広域化を推進するための方策 

 １～２ （略） 

３ 関係機関等相互間の連携の確保 

 

参考資料 

 ・消防本部及び消防署所の設置状況 

・県内の消防体制の概況 

・消防吏員の平均年齢等の状況 

・県内の消防本部の現状 

・消防本部別・管轄人口規模別の消防力の充足状況 

・消防力・消防活動等の推移 

・計画策定までの経過 

・消防組織法（抄） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・文言の修正 

 

 

 

 

 

・文言の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

・策定経過を追記 

 

 

 

 

 

 

別 添 
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(仮称)第２次青森県消防広域化推進計画(素案)【第２回検討会議】 第２次青森県消防広域化推進計画（案） 修正理由等 

第１ 自主的な市町村の消防の広域化の推進に関する基本的な事項 

 

 １ 市町村の消防の広域化の必要性 

（略） 

また、２０２５年には、いわゆる団塊の世代が全て７５歳以上とな

る超高齢化社会を迎えます。 

（略） 

将来にわたって県民の安全・安心を守っていくための消防力を維

持・確保していくためには、消防の広域化により行財政上の様々なス

ケールメリットを実現することが有効と考えられます。 

（略） 

 

 

 ２ 市町村の消防の広域化及び連携・協力の推進に向けた基本的な考え

方 

 （１）消防組織法における考え方 

    （略） 

なお、消防の広域化については、消防本部及び消防署が実施する

消防事務、いわゆる常備消防に限定されており、消防団は、通常他

の職業を持ち、災害時において地域に密着した消防防災活動を実施

するという特性上、広域化の対象とはなっていません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 自主的な市町村の消防の広域化の推進に関する基本的な事項 

 

 １ 市町村の消防の広域化の必要性 

（略） 

また、２０２５年にはいわゆる団塊の世代が全て７５歳以上となる

など、超高齢化社会を迎えます。 

（略） 

将来にわたって県民の安全・安心を守っていくための消防力を維

持・確保していくためには、消防の広域化により業務運営面や財政運

営面等の様々なスケールメリットを実現することが有効と考えられま

す。 

（略） 

 

 ２ 市町村の消防の広域化及び連携・協力の推進に向けた基本的な考え

方 

 （１）消防組織法における考え方 

    （略） 

なお、消防の広域化については、消防本部及び消防署が実施する

消防事務、いわゆる常備消防に限定されており、消防団は、地域に

密着した消防防災活動を実施するという特性上、従来から一市町村

に一団を置くこととされていることから、広域化の対象とはなって

いません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・文言の修正 

 

 

 

・文言の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・文言の修正、追加 
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(仮称)第２次青森県消防広域化推進計画(素案)【第２回検討会議】 第２次青森県消防広域化推進計画（案） 修正理由等 

 （２）国の基本方針 

    （略） 

その後、広域化基本指針は平成２５年４月に一部改正され、市町

村の広域化を推進する期限が当初の平成２４年度末から５年程度後

の平成３０年４月１日までに延長されました。 

さらに、広域化基本指針は平成３０年４月に一部改正され、改正

後の広域化基本指針では、市町村の広域化を推進する期限が平成３

６年４月１日までに延長されたほか、推進計画に定める市町村の組

合せ等については、まずは、都道府県内の消防のあるべき姿を議論

し、概ね１０年後までに広域化すべき組合せを定めた上で、推進期

限までに広域化すべき組合せを定めるものとされ、その際、必要に

応じて、段階を踏んだ組合せや実現可能性のある複数の組合せを定

めるものとされています。 

（略） 

 

 （３）～（４） （略） 

 

３ 自主的な市町村の消防の広域化及び連携・協力を推進する期間 

広域化基本指針及び連携・協力基本指針では、推進期間を平成３６

年４月１日までとしていることから、本計画の計画期間を平成３６年

４月１日までとし、消防の広域化及び連携・協力を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）国の基本方針 

    （略） 

その後、広域化基本指針が平成２５年４月に一部改正され、市町

村の広域化を推進する期限が当初の平成２４年度末から５年程度後

の平成３０年４月１日までに延長されました。 

さらに、広域化基本指針が平成３０年４月に一部改正され、改正

後の広域化基本指針では、市町村の広域化を推進する期限が２０２

４年４月１日までに延長されたほか、推進計画に定める市町村の組

合せ等については、まずは、都道府県内の消防のあるべき姿を議論

し、概ね１０年後までに広域化すべき組合せを定めた上で、推進期

限までに広域化すべき組合せを定めるものとされ、その際、必要に

応じて、段階を踏んだ組合せや実現可能性のある複数の組合せを定

めるものとされています。 

（略） 

 

 （３）～（４） （略） 

 

３ 自主的な市町村の消防の広域化及び連携・協力を推進する期間 

広域化基本指針及び連携・協力基本指針では、消防の広域化を推進

する期限を２０２４年４月１日までとしていることから、本計画の計

画期間を２０２４年４月１日までとし、消防の広域化及び連携・協力

を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・文言の修正 

 

 

 

・西暦表記に修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・文言の修正 

・西暦表記に修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



4 

(仮称)第２次青森県消防広域化推進計画(素案)【第２回検討会議】 第２次青森県消防広域化推進計画（案） 修正理由等 

第２ 市町村の消防の現況及び将来の見通し 

 

１ （略） 

 

２ 市町村の消防の現況 

（１）消防体制の概況 

   （略） 

また、１１消防本部のうち、９消防本部が一部事務組組合により

消防事務を共同に処理しており、２消防本部が市単独で消防事務を

処理しています。 

（略） 

 

（２）～（３） （略） 

 

（４）消防力の現状 

本県における消防力の充足状況を「消防力の整備指針」（平成１

２年１月２０日消防庁告示第１号）に基づく充足率でみると、平成

２７年度消防施設整備計画実態調査によると、消防車両について

は、消防ポンプ自動車が９８．３％、はしご自動車が７５％、化学

消防車が９５．２％、救急自動車が１００％、救助工作車６５．

４％となっています 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 市町村の消防の現況及び将来の見通し 

 

 １ （略） 

 

２ 市町村の消防の現況 

（１）消防体制の概況 

   （略） 

また、１１消防本部のうち、９消防本部が一部事務組組合により

消防事務を共同で処理しており、２消防本部が市単独で消防事務を

処理しています。 

（略） 

 

（２）～（３） （略） 

 

（４）消防力の現状 

本県における消防力の充足状況を「消防力の整備指針」（平成１

２年１月２０日消防庁告示第１号）に基づく充足率でみると、平成

２７年度消防施設整備計画実態調査によると、消防車両について

は、消防ポンプ自動車が９８．３％、はしご自動車が７５％、化学

消防車が９５．２％、救急自動車が１００％、救助工作車が６５．

４％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・誤記載の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・誤記載の修正 
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(仮称)第２次青森県消防広域化推進計画(素案)【第２回検討会議】 第２次青森県消防広域化推進計画（案） 修正理由等 

３ 消防需要の動向 

 （１）火災発生状況 

    （略） 

  【図表３】 

  ※各年１月１日～１２月３１日 

 

（２）予防業務実施状況及び防火対象物の推移 

   （略） 

このため、消防法（昭和２３年７月２４日法律第１８６号）で

は、一定の防火対象物に消防用設備等の設置維持及び防火管理体制

等についての規制が行われており、本県におけるこれらの防火対象

物は、消防法施行令の改正等による影響等もあり、近年増加傾向に

あり、平成３０年３月末現在では５２，２７０件となっています。 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 消防需要の動向 

 （１）火災発生状況 

    （略） 

  【図表３】 

※各年１月１日～１２月３１日 

 

（２）予防業務実施状況及び防火対象物の推移 

   （略） 

このため、消防法（昭和２３年７月２４日法律第１８６号）で

は、一定の防火対象物に消防用設備等の設置維持及び防火管理体制

等についての規制が行われており、本県におけるこれらの防火対象

物は、消防法施行令（昭和３６年政令第３７号）の改正等による影

響等もあり、近年増加傾向にあり、平成３０年３月末現在では５

２，２７０件となっています。 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・グラフの修正 

（死者数の軸の錯

誤） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・文言の追加 
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(仮称)第２次青森県消防広域化推進計画(素案)【第２回検討会議】 第２次青森県消防広域化推進計画（案） 修正理由等 

（３）危険物業務 

本県における危険物規制対象施設数（完成検査済証交付施設）

は、平成３０年３月末現在で８，０９９施設となっており、平成２

０年の９，１２４施設に比べ１１．２％減少しています。 

（略） 

 

【図表５】  

※危険物施設数は各年度３月３１日現在、事故発生状況は各年１月１日～１２

月３１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）危険物業務 

本県における危険物施設（指定数量以上の石油類等の危険物を貯

蔵し、又は取り扱う施設）の数は、平成３０年３月末現在で８，０

９９施設となっており、平成２０年の９，１２４施設に比べ１１．

２％減少しています。 

（略） 

【図表５】 

※危険物施設数（完成検査済証交付施設）は各年度３月３１日現在、事故発生

状況は各年１月１日～１２月３１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・文言の修正 

 

 

 

 

 

・グラフの修正 

（タイトル、注

記） 
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(仮称)第２次青森県消防広域化推進計画(素案)【第２回検討会議】 第２次青森県消防広域化推進計画（案） 修正理由等 

 （４）救急業務 

    本県における救急自動車による救急出場件数及び救急搬送人員

は、人口が減少する中、平成２４年をピークに高止まりしており、

平成２９年中はそれぞれ４７，８１１件、４４，１１７人となって

おり、平成１９年中の４１，４７９件、３８，８２２人に比べ、そ

れぞれ１５．３％、１３．６％増加しています。 

【図表６】 

 
※各年１月１日～１２月３１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （４）救急業務 

    本県における救急自動車による救急出動件数及び救急搬送人員

は、人口が減少する中、平成２４年をピークに高止まりしており、

平成２９年中はそれぞれ４７，８１１件、４４，１１７人となって

おり、平成１９年中の４１，４７９件、３８，８２２人に比べ、そ

れぞれ１５．３％、１３．６％増加しています。 

  【図表６】 

 
※各年１月１日～１２月３１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・文言の修正 

 

 

 

 

 

・グラフの凡例の文

言修正 

（出場→出動） 
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(仮称)第２次青森県消防広域化推進計画(素案)【第２回検討会議】 第２次青森県消防広域化推進計画（案） 修正理由等 

 （５）救助業務 

    本県における救助出場件数及び救助人員は、平成２９年中はそれ

ぞれ８０６件、４１０人となっており、平成１９年中の６７９件、

４９５人に比べ、救助出場件数は１８．７％増加し、救助人員は１

７．２％減少しています。 

  【図表７】 

 
※各年１月１日～１２月３１日 

 

 ４ 消防を取り巻く環境の変化と将来の見通し 

 （１）災害や事故の多様化及び大規模化 

    （略） 

「青森県地震・津波被害想定調査」では、太平洋側海溝型・日本

海側海溝型・内陸直下型の地震・津波により甚大な人的・物的被害

をもたらすことが想定されているところであり、本県においても、

地震・津波災害や洪水、土砂災害はもとより、活火山である八甲田

山・岩木山・十和田の噴火や石油コンビナート災害等、地域特性を

踏まえ、広範囲かつ大規模な災害にも的確に対応していく必要があ

ります。 

 

 

 

 

 （５）救助業務 

    本県における救助出動件数及び救助人員は、平成２９年中はそれ

ぞれ８０６件、４１０人となっており、平成１９年中の６７９件、

４９５人に比べ、救助出動件数は１８．７％増加し、救助人員は１

７．２％減少しています。 

  【図表７】 

 
※各年１月１日～１２月３１日 

 

 ４ 消防を取り巻く環境の変化と将来の見通し 

 （１）災害や事故の多様化及び大規模化 

    （略） 

「青森県地震・津波被害想定調査」では、太平洋側海溝型・日本

海側海溝型・内陸直下型の地震・津波により甚大な人的・物的被害

をもたらすことが想定されているところであり、本県においても、

地震・津波災害や洪水、土砂災害はもとより、活火山である岩木

山・八甲田山・十和田・恐山の噴火や石油コンビナート災害等、地

域特性を踏まえ、広範囲かつ大規模な災害にも的確に対応していく

必要があります。 

 

 

 

 

 

・文言の修正 

 

 

 

 

・グラフの凡例の文

言修正 

（出場→出動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

・記載順序を修正 

・市町村からの意見

を踏まえ追加 
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(仮称)第２次青森県消防広域化推進計画(素案)【第２回検討会議】 第２次青森県消防広域化推進計画（案） 修正理由等 

 （２）人口減少等による影響 

ア 県内人口の動向及び推計 

本県の人口は、昭和和５８（１９８３）年をピークに、以降減

少しており、平成２７（２０１５）年国勢調査では約１３０万人

となりました。 

この傾向は今後継続すると予想されており、国立社会保障・人

口問題研究所の「日本の都道府県別将来推計人口」（平成３０年

３月推計）によると、２０３０年には約１０８万人に、２０４５

年には約８２万人にまで減少すると見込まれています。 

 

イ 県内の高齢化等 

「まち・ひと・しごと創生青森県長期人口ビジョン」（平成２

７年８月作成）では、高齢化に進行により、本県の老年人口（６

５歳以上）は当面の間、増加が見込まれるとともに、２０４５年

には構成割合が３９．６％に増加すると見込まれています。ま

た、同年には生産年齢人口（１５～６４歳）の構成割合は４６．

３％に減少すると見込まれています。 

これに伴い、災害時要配慮者の増加により、消防防災活動にお

ける対応力の強化が求められることになるほか、救急需要の増加

も見込まれるなど、消防需要の拡大への対応や予防・救急業務の

高度化等が必要になると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）人口減少等による影響 

ア 県内人口の動向及び推計 

本県の人口は、昭和５８（１９８３）年をピークに、以降減少

しており、平成２７（２０１５）年国勢調査では約１３０万人と

なりました。 

この傾向は今後も継続すると予想されており、国立社会保障・

人口問題研究所の「日本の都道府県別将来推計人口」（平成３０

年３月推計）によると、２０３０年には約１０８万人に、２０４

５年には約８２万人にまで減少すると見込まれています。 

 

   イ 県内の高齢化等 

「まち・ひと・しごと創生青森県長期人口ビジョン」（平成２

７年８月作成）では、高齢化の進行により、本県の老年人口（６

５歳以上）は当面の間、増加が見込まれるとともに、２０４５年

には構成割合が３９．６％に増加すると見込まれています。ま

た、同年には生産年齢人口（１５～６４歳）の構成割合は４６．

３％に減少すると見込まれています。 

これに伴い、災害時要配慮者の増加により、消防防災活動にお

ける対応力の強化が求められるほか、救急需要の増加も見込まれ

るなど、消防需要の拡大への対応や予防・救急業務の高度化等が

必要になると考えられます。 

 

 （３）国内外観光客の増加等 

本県では、北海道新幹線の開業、クルーズ船寄港数の増加や、国

際定期便・チャーター便の新規就航・増便等により、特に訪日観光

客が増加しています。 

救急現場等における外国人との円滑なコミュニケーションの確保

や、交流人口の増加を踏まえた消防防災活動における対応力の強化

を図っていく必要があります。 

 

 

 

 

 

・誤記載の修正 

 

 

・文言の修正 

 

 

 

 

 

 

・誤記載の修正 

 

 

 

 

 

・文言の修正 

 

 

 

・消防本部からの意

見を踏まえ追加 
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(仮称)第２次青森県消防広域化推進計画(素案)【第２回検討会議】 第２次青森県消防広域化推進計画（案） 修正理由等 

第３ 自主的な市町村の消防の広域化の対象となる市町村の組合せ 

 

１ 消防の広域化の対象となる市町村の組合せに関する考え方 

（１）～（２） （略） 

 

（３）市町村の消防の広域化に向けた道筋 

   （略） 

なお、推進期間においては、市町村・消防本部と県が連携して各

種分析・比較及び課題の整理等を行った上で「広域化対象市町村の

組合せ」を絞り込むこととし、概ね１０年後までの間においては、

その実現に向けて具体的な取組を進めることとします。 

 

２ 消防の広域化の対象となる市町村の組合せ 

（１）県内の消防のあるべき姿の展望 

   （略） 

これらの急激な環境変化に対応していくためには、広域化により

消防体制のより一層の基盤強化等を図っていくことが求められると

ころであり、本県においては、スケールメリットの発現に向け、県

内６圏域よりも大きな枠組みの消防本部体制とすることが必要と考

えられます。 

 

（略） 

消防は「地域に密着したサービス」であるとされていますが、何

よりも一定の住民サービスを提供するための体制・機能を維持する

ことが求められています。 

    （略） 

 

 （２） （略） 

 

 

 

 

第３ 自主的な市町村の消防の広域化の対象となる市町村の組合せ 

 

１ 消防の広域化の対象となる市町村の組合せに関する考え方 

（１）～（２） （略） 

 

（３）市町村の消防の広域化に向けた道筋 

   （略） 

なお、計画期間においては、市町村・消防本部と県が連携して各

種分析・比較及び課題の整理等を行った上で「広域化対象市町村の

組合せ」を絞り込むこととし、概ね１０年後までの間においては、

その実現に向けて具体的な取組を進めることとします。 

 

２ 消防の広域化の対象となる市町村の組合せ 

（１）県内の消防のあるべき姿の展望 

   （略） 

急激な人口減少や少子化、高齢化の一層の進行など、本県を取り

巻く社会経済環境が大きく変化する中、多様化する住民ニーズに的

確に対応していくためには、広域化による消防体制の一層の基盤強

化等を図っていくことが求められるところであり、本県において

は、スケールメリットの発現に向け、県内６圏域よりも大きな枠組

みの消防本部体制とすることが必要と考えられます。 

（略） 

消防は「地域に密着したサービス」であるとされていますが、何

よりも県民の命を守ることを最優先に、必要な住民サービスを提供

するための体制・機能を維持することが求められています。 

（略） 

  

 （２） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・文言の修正 

 

 

 

 

 

 

 

・第２回検討会議に

おける意見を踏ま

え修正 

・文言の修正 

 

 

 

 

・第２回検討会議に

おける意見を踏ま

え修正 
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(仮称)第２次青森県消防広域化推進計画(素案)【第２回検討会議】 第２次青森県消防広域化推進計画（案） 修正理由等 

（３）推進期間内の消防の広域化の取組 

本県の「将来の消防のあるべき姿」については、「県内３圏域」

又は「全県一区」の消防本部体制を展望しており、推進期間内にお

いては、県内の全ての市町村を広域化対象市町村として、消防の広

域化に取り組んでいくこととし、これらの複数の組合せから「広域

化対象市町村の組合せ」の絞り込みを行います。 

この絞り込みに当たっては、具体的な条件設定の下に、各種分

析・比較を行うとともに、消防の広域化に向けて調整が必要な課題

を整理する必要があることから、市町村・消防本部と県が連携して

検討を進めます。 

また、推進期間内のできるだけ早い時期に絞り込みを行うよう努

めるものとします。 

 

（４）概ね１０年後までの消防の広域化の取組 

概ね１０年後までの間においては、推進期間内に絞り込むことと

している「広域化対象市町村の組合せ」による消防の広域化の実現

に向け、市町村・消防本部において具体的な取組を進めます。 

 

３ 消防の連携・協力の対象となる市町村の組合せ 

（１）高機能消防指令センターの共同運用 

（略） 

したがって、通信指令システムの更新時期を見据え、高機能消防

指令センターの共同運用に係る連携・協力対象市町村を全市町村と

し、概ね１０年後の実現に向け、推進期間中においては、県と市町

村・消防本部が緊密に連携して調査・検討を行い、具体的な準備を

進めます。 

 

（２） （略） 

 

 

 

 

（３）計画期間内の消防の広域化の取組 

本県の「将来の消防のあるべき姿」については、「県内３圏域」

又は「全県一区」の消防本部体制を展望しており、計画期間内にお

いては、県内の全ての市町村を広域化対象市町村として、消防の広

域化に取り組んでいくこととし、これらの複数の組合せから「広域

化対象市町村の組合せ」の絞り込みを行います。 

この絞り込みに当たっては、具体的な条件設定の下に、各種分

析・比較を行うとともに、消防の広域化に向けて調整が必要な課題

を整理する必要があることから、市町村・消防本部と県が連携して

検討を進めます。 

また、計画期間内のできるだけ早い時期に絞り込みを行うよう努

めるものとします。 

 

（４）概ね１０年後までの消防の広域化の取組 

概ね１０年後までの間においては、計画期間内に絞り込むことと

している「広域化対象市町村の組合せ」による消防の広域化の実現

に向け、市町村・消防本部において具体的な取組を進めます。 

 

３ 消防の連携・協力の対象となる市町村の組合せ 

（１）高機能消防指令センターの共同運用 

（略） 

したがって、通信指令システムの更新時期を見据え、高機能消防

指令センターの共同運用に係る連携・協力対象市町村を全市町村と

し、概ね１０年後の実現に向け、計画期間中においては、県と市町

村・消防本部が緊密に連携して調査・検討を行い、具体的な準備を

進めます。 

 

（２） （略） 

 

 

 

 

・文言の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・文言の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

・文言の修正 
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(仮称)第２次青森県消防広域化推進計画(素案)【第２回検討会議】 第２次青森県消防広域化推進計画（案） 修正理由等 

４ 推進計画の変更 

平成３１年度以降において、可能な限り早期に自主的な市町村の消

防の広域化の取組を実践するため、具体的な条件設定の下に各種分

析・比較検討を行うともに、広域化を進めるために調整が必要な課題

を整理し、「広域化対象市町村の組合せ」の絞り込みを行います。 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 推進計画の変更 

平成３１年度以降において、可能な限り早期に自主的な市町村の消

防の広域化の取組を実践するため、具体的な条件設定の下に各種分

析・比較検討を行うとともに、広域化を進めるために調整が必要な課

題を整理し、「広域化対象市町村の組合せ」の絞り込みを行います。 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・誤記載の修正 
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(仮称)第２次青森県消防広域化推進計画(素案)【第２回検討会議】 第２次青森県消防広域化推進計画（案） 修正理由等 

第４ 自主的な市町村の消防の広域化を推進するための方策 

 

１ （略） 

 

２ 広域化後の消防の円滑な運営の確保 

 （１）～（２） 

 

 （３）広域化後の消防の体制の整備のために考えられる方策 

    （略） 

そのための方策としては、次のような事項について、構成市町村

等間において十分協議の上、可能な限り、組合又は事務委託の規

約、規程等において定めることとすることが有効です。 

（略） 

 

３ 市町村の防災に係る関係機関相互間の連携の確保 

（１）～（２） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４ 自主的な市町村の消防の広域化を推進するための方策 

 

１ （略） 

 

２ 広域化後の消防の円滑な運営の確保 

 （１）～（２） 

 

 （３）広域化後の消防の体制の整備のために考えられる方策 

    （略） 

そのための方策としては、次のような事項について、構成市町村

等間において十分協議の上、可能な限り、組合又は事務委託の規

約、規程等において定めることが有効です。 

（略） 

 

３ 関係機関等相互間の連携の確保 

（１）～（２） （略） 

 

（３）医療機関との連携の確保 

県では、消防法の規定に基づき、救急業務における傷病者の搬送

及び傷病者の受入れの実施に関する基準を策定していますが、高齢

化の進行等に伴い救急需要の増加が見込まれるほか、救急業務の高

度化や傷病者の状況に応じた適切な搬送及び受入体制を構築するこ

とが求められています。 

このため、地域の実情に応じて、広域化後の消防本部と医療機関

との緊密な連携の確保が必要となります。 

具体的には、青森県救急搬送受入協議会、青森県メディカルコン

トロール協議会及び地域メディカルコントロール協議会等、いわゆ

るメディカルコントロール体制の充実・強化や、救急搬送の実施状

況等の評価・検証による救急業務の継続的な改善、さらには平素か

ら消防署所と搬送先医療機関との顔の見える関係を構築するための

取組などが考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・文言の修正 

 

 

・文言の修正 

 

 

・第２回検討会議に

おける意見を踏ま

え追加 
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(仮称)第２次青森県消防広域化推進計画(素案)【第２回検討会議】 第２次青森県消防広域化推進計画（案） 修正理由等 

 

参考資料 

 

消防本部及び消防署所の設置状況 

 （略） 

 

県内の消防体制の概況 

 （略） 

 

消防吏員の平均年齢等の状況 

 （略） 

 

県内の消防本部の現状 

 （略） 

 

消防本部別・管轄人口規模別の消防力の充足状況 

 （略） 

 

消防力・消防活動等の推移 

 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 

 

消防本部及び消防署所の設置状況 

 （略） 

 

県内の消防体制の概況 

 （略） 

 

消防吏員の平均年齢等の状況 

 （略） 

 

県内の消防本部の現状 

 （略） 

 

消防本部別・管轄人口規模別の消防力の充足状況 

 （略） 

 

消防力・消防活動等の推移 

 （略） 
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(仮称)第２次青森県消防広域化推進計画(素案)【第２回検討会議】 第２次青森県消防広域化推進計画（案） 修正理由等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画策定までの経過 

 

 
 

 

・策定経過を追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３０年

７月

市町村長への説明（消防庁）

青森県消防広域化推進計画検討会議　設置

検討会議（第１回）
（現状等説明、計画の柱立て案等について意見聴取）

専門部会（第１回）
（消防力カードによる現状分析等）

９月
専門部会（第２回）
（消防の広域化及び連携・協力の方向性について検討）

１０月
専門部会（第３回）
（広域化対象市町村の組合せ等について検討）

新たな青森県消防広域化推進計画の策定に係る市町村等地域別説明
会　開催（県内６会場）

専門部会（第４回）
（計画（素案）について検討）

１２月
検討会議（第２回）
（計画（素案）について意見聴取）

平成３１年

１月

２月
計画（素案）についてパブリック・コメント実施
（２月６日～３月７日）

検討会議（第３回）
（計画（案）について意見聴取）

計画決定（※）

市町村の消防の広域化等に関する説明会　開催

８月

１１月

計画（素案）について市町村・消防本部から意見聴取
（１月２８日～２月２８日）

３月
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(仮称)第２次青森県消防広域化推進計画(素案)【第２回検討会議】 第２次青森県消防広域化推進計画（案） 修正理由等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・策定経過（検討組

織）を追加 

 

２　委員名簿

所属・役職 氏　名

青森県市長会　会長 小野寺　晃　彦

青森県町村会　会長 関　　　和　典

青森県メディカルコントロール協議会　会長 山　村　　　仁

公益財団法人青森県消防協会　会長 大　湊　一　郎

青森県幼少年女性防火委員会女性防火部会　部会長 赤　平　喜美子

東北町消防団東北さくら分団　分団長 蛯　澤　栄　子

（座長）
遠　藤　哲　哉

青森地域広域事務組合消防本部　消防長 蝦　名　幸　悦

弘前地区消防事務組合消防本部　消防長 三　浦　良　樹

八戸地域広域市町村圏事務組合消防本部　消防長 上　野　統　久

五所川原地区消防事務組合消防本部　消防長 岩　谷　　　等

十和田地域広域事務組合消防本部　消防長 東大野　達　也

三沢市消防本部　消防長 山　内　修　一

下北地域広域行政事務組合消防本部　消防長 髙　橋　　　聖

つがる市消防本部　消防長 山　﨑　和　人

北部上北広域事務組合消防本部　消防長 畑　口　一　保

鰺ヶ沢地区消防事務組合消防本部　消防長 佐　藤　　　光

中部上北広域事業組合消防本部　消防長 沼　村　光　博

（座長職務代理者）
工　藤　純　一

青森県総務部　市町村課長 米　田　圭　吾

（順不同、敬称略）

１　設置の趣旨

青森県消防広域化推進計画検討会議

　本県における自主的な市町村の消防の広域化の推進及び広域化後の消防の円滑な運営の確保
に関する計画を策定するに当たり、関係者の意見を聴くとともに、コンセンサスの形成を図る
ため設置。

青森県　危機管理局長

青森公立大学　教授
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消防組織法（抄） 

 （略） 

 

消防組織法（抄） 

 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


